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．はじめに
　地区防災計画は年に制度が施行されてから
年が経過しようとしています。地区防災計画は、
地区内の住民、事業所、福祉関係者など様々な主
体が、地域の災害リスク、平時・災害時の防災行
動、防災活動について話し合って定め、その後、
市町村の地域防災計画に位置付けられることで、
「自助」・「共助」と「公助」をつなげるようと
するものです。制度創設から年以上が経過し、
地区防災計画がさらに浸透していくことが期待さ
れています。本年２月に地区防災計画の先進的な
取り組みをしている岐阜県恵那市に対する聞き取
りを行いました。ここでは、その結果を紹介した
いと思います。
．地区防災計画制度の取り組みの現状と課題
　年の制度施行から年が経過した地区防災
計画については、年月日現在、都道府
県市区町村の，地区の地区防災計画が地域
防災計画に定められ、都道府県市区町村の，
地区で策定に向けた活動が行われています（
年版防災白書）。岩手県内では地区防災計画
に定められた地区数は、年月日で市町
村地区です。令和元年月の時点では、県内
市町で、作成済の地区が地区でしたので、近年、
飛躍的に増加していると言えます。最近の策定の
事例としては、大槌町源水地区の地区防災計画の
取り組みなどがあげられます。
　ただし、課題としては、地区防災計画の普及状
況については都道府県ごとに差異が著しく、活動
中の地区数がの都道府県は県、地区しかな

い都道府県は県となっています。最多の地区数
は山梨県の地区です。まだ全国的には普及し
ていないと言えます。
．地区防災計画の先進地への聞き取り調査
　地区防災計画の先進的な取り組みをしている岐
阜県恵那市に対する聞き取りを行いました。本市
を選定した経緯は、地区防災計画に詳しい有識者
名から先進事例として推薦されたためです。
　聞き取り調査を行った恵那市は年に旧恵那
市と恵那郡の５つの町村が広域合併により誕生し
ました。中山間地を多く含む市であり、人口は，
人、世帯数は，世帯です（年１月１
日現在）。恵那市における聞き取り調査では、同
市の伴走者である恵那市防災研究会会長の岩井慶
次氏に連絡をとり、年月日に行いました。
恵那市危機管理課課長らにも、聞き取り調査に同
席いただきました。
　以下に実施した聞き取り調査の結果を以下にま
とめたいと思います。
　⑴恵那市の地区防災計画は年度に旧恵那市
と恵那郡の５つの町村すべての地区で策定され
ました。経緯としては、年の合併により広く
なった恵那市では、それまで身近なエリアの中で
届いていた地域の声が市政にとどきにくくなると
考え、合併協議会の１項目として防災力の向上が
協議され、策定につながりました。
　⑵恵那市で地区防災計画を策定する上では
年度に結成された恵那市防災研究会（会長岩井慶
次氏）を伴走者として協働して策定できたことが
大きかった。現行の恵那市地区防災計画では恵那

市防災研究会（会長岩井慶次氏）を伴走者として、
行政、市民、社会福祉協議会からなる者連携の
防災運営組織により運営されています。作成主体
は、自治連合会・地区防災組織・学校であり、現
在も取り組みを実施中です。
　⑶恵那市の地区防災計画は、地区の住民だけで
なく、事業所や学校など多様な関係者が参加でき
るような計画づくりを心がけています。絵に描い
た餅にならないように、実現を追求するためＰＤ
ＣＡサイクル（恵那市では「Ｃ＋ＤＡＰ」と命名）
を行い、関係者が協働して作成し、実践できる仕
組みづくりを考案しています。ハザードマップや
対応マニュアルも手作りで地域に即したマイプラ
ンづくりとしています。
　⑷恵那市の地区防災計画は、それぞれの地区ご
とに個性的なものを作っています。それぞれの地
区防災計画は画一的ではなく、地区ごとに違う特
色があります。恵那市には土砂災害もあり、三郷
地区はハザードマップを横断して避難するため、
避難をカ所、住民がマルチシナリオで決め、個
々の判断で避難するようにしています。
　⑸恵那市役所は地区の地区防災計画のフォロ
ーを熱心に行っています。たとえば、そのような
活動、今後の取り組み内容などを地区間で共有す
る地区防災計画活動報告発表会を毎年開催してい
ます。
　⑹恵那市役所の話では、これまで慣例でやって
いた防災訓練も次第に地域住民で考える訓練にな
ってきているそうです（写真－）。目標管理を
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井町での避難訓練
．まとめ
　このように、岐阜県恵那市では地域の防災を、
持続的・実践的に進めるために、市内町の全地

区で「地区防災計画」を作成していることがわか
りました。また策定後も絵にかいたモチにならな
いように、その実現を追求するためＰＤＣＡサイ
クルを行って、みんなで作成し、みんなで実践で
きる仕組みづくりを考案しています。
　あらためて地区防災計画の推進において、①地
域では何から取り組めばよいか分からない場合が
多く、外部の伴走支援者の存在は欠かせません。
②とりわけ、中山間地の集落では、人口減少と高
齢化の進展が激しい。警戒避難においては警戒避
難では、高齢者等の要支援者の避難行動をサポー
トする仕組みづくりが必須です③計画は策定して
終わりではなく、より実効性のあるものとしてい
くためのフォローが必要であり、この点でも伴走
支援が重要です。なお、土砂災害の分野では全国
的に組織されている団体として、砂防ボランティ
アがあげられます。大分県では全県を対象に「Ｎ
ＰＯ法人大分県砂防ボランテイア協会」が伴走者
となって、毎年、県内の～地区を対象に支援
を行っています。また、内閣府が、年度中に
地区防災計画を地域防災計画に定めた地区の
事例等を分析したところ、①地区防災計画の作成
主体は．％が自主防災組織、．％が自治会・
町内会、②地区内人口は～人の地区が約４
割、③地区防災計画策定のきっかけは、．％が
「行政の働きかけ」であることが判明しています
（「年度防災白書」）。このように、地区防
災計画の推進にあたっては、行政の積極的な関与
が望まれます。本報告においては、恵那市防災研
究会会長の岩井慶次氏、恵那市危機管理課の皆様
に大変お世話になりました。御礼申し上げます。
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　地元からも右折レーン設置の要望が出ている
大更地区の交差点

　九戸村は、山根地内に小中学校
を統合した義務教育学校の整備を
計画している。年度の開校を
目指しており、年度は基本計画
を策定したい意向。基本計画策定
については外部委託とする考え
で、発注方式についても現在内部
で検討中だ。
　村内の義務教育を行う学校は、
九戸小学校、九戸中学校と小中学
校が各校ずつあり、年度の児
童・生徒数は、小学校が人、

中学校が人。旧伊保内小学校
を利用している小学校は年、
中学校は年の供用開始。どち
らも築後年以上が経過し、特に
も中学校は築年近くとなってい
る。
　施設の老朽化に加えて、今後は
児童・生徒数の減少が見込まれて
いる。これに伴い教員数も少なく
なることで、教育体制と教育の質
の低下なども懸念されることか
ら、～学年体制の義務教育学

校を整備することを決定した。
　義務教育学校とすることで年
間を見据えたシームレスな教育が
でき、「中ギャップ」を防止す
るなどの効果が期待される。合わ
せて、教員数が確保されることで
の教育の質の維持と向上、一つの
職員室で情報共有が図られるなど
のメリットもある。
　村では、村有地であることなど
から実現性が高いとして、山根地
内にある九戸中学校の敷地内を建
設用地とする考え。今年～月
に住民説明会を行い、月議会で
は村議に対する行政報告を行っ
た。
　年度は基本計画を策定したい
意向。基本計画の中で義務教育学
校のイメージや概要などを示した

上で、概算費用を算出する。
　基本計画策定は外部委託とする
考えで、プロポーザルや競争入札
など発注方式については現在検討
中。

　以降のスケジュールを見ると、
年度に基本設計、年度に詳細
設計を行い、～年度のカ年
で建築工事を実施。年度の開校
を目標としている。

　県盛岡広域振興局盛岡審査指導
監は、条件付一般競争入札で実施
の「一般国道号大更地区道路
計画検討業務委託」を入札した結
果、同業務はタックエンジニアリ
ングが万円で落札した。
　この業務は、八幡平大更地区に
ある国道号の時差式交差点部
において、南進方向の交通円滑化
を目的とした右折レーン機能の確
保に向けて、交差点改良を検討す
るもの。
　この交差点は、朝の通勤・通学
時間帯に混雑し、特にも盛岡側に
向かう右折車がある場合、西根バ

イパス交差点付近まで渋滞するこ
とがある。
　年度には時差式信号機への
改善が図られたものの、抜本的な
解決には至っていないことから、
八幡平市からは右折レーン設置の
要望が出され
ている。
　これらの状
況を踏まえ
て、事業を所
管する県盛岡
広域振興局土
木部岩手土木
センターでは
年度、課題
解消に向けて
現状把握を含
めた検討を行
う。

　主な業務内容は平面交差点予備
設計カ所、用地測量．㌶など。
委託期間は日間を予定してい
る。
　平面交差点の予備設計では、交
差点形状について案の比較案検
討と、交差点間隔や交差点付近の
線形などについて検討、標準部・
右左折部・変速車線部の設計、交
差点容量の計算や路面表示の検討
などを行った上で、概算工事費の
算定を行う。


